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１ 評価の考え方・方法  

公立大学法人奈良県立医科大学（以下「法人」という。）は、平成１９年４月に公立大学法人化

し、令和６年度は法人化１８年目、第３期中期目標期間（令和元年度から令和６年度まで）の最終評

価の年度に当たる。 

第３期中期目標では、第２期中期目標の成果や課題を踏まえて体系を見直し、「地域貢献」、「教

育」、「研究」、「診療」、「法人運営」の５つの柱立てのもと価値目標を掲げ、それぞれに具体的

な実現目標を定めている。 

 奈良県公立大学法人奈良県立医科大学評価委員会（以下「評価委員会」という。）は、地方独立行

政法人法第７８条の２の規定により、法人の第３期中期目標期間の業務の実績について、「公立大学

法人奈良県立医科大学の中期目標期間の業務の実績に関する評価に係る実施要領」（以下、「実施要

領」という。）に基づき、評価を行った。なお、実施要領の概要は以下のとおりである。 

 

（１） 第３期中期目標期間の実績に関する評価について 

①「全体評価」 

全体評価は、価値目標項目別評価及び項目別評価を踏まえつつ、法人の中期計画の進捗状況全

体について、記述式により評価を行う。 

 

②「項目別評価」 

       価値目標項目別評価の結果を踏まえ、項目別に進行状況・成果を次の５段階で評定する。 

Ⅴ 中期目標の達成状況が極めて良好である 

  Ⅳ 中期目標の達成状況が良好である 

 Ⅲ 中期目標の達成状況が概ね良好である 

 Ⅱ 中期目標の達成状況がやや不十分である 

 Ⅰ 中期目標の達成状況が不十分である 

 

③「価値目標項目別評価」 

    業務実績等報告書の検証を踏まえ、価値目標項目別に進捗状況・成果を下記の５段階で評定す

る。 

Ｓ 価値目標の達成状況が極めて良好である 

Ａ 価値目標の達成状況が良好である 

Ｂ 価値目標の達成状況が概ね良好である  

Ｃ 価値目標の達成状況がやや不十分である 

Ｄ 価値目標の達成状況が不十分である 

 

なお、参考として７ページ以降の「価値目標項目別評価」において、令和元年度～令和６年度の業

務実績にかかる価値目標項目別評価の実績を記載している。令和元年度及び令和２年度については新

型コロナウイルス感染症の影響を考慮しない評価となっており、令和３年度から令和６年度について

は新型コロナウイルス感染症のような中期目標策定後の情勢の変化等に伴う新しい事態が発生した場

合に、その影響を考慮し評価結果により適切に反映できるよう、評価委員会が一部改正した実施要領

により、新型コロナウイルス感染症による影響を考慮した評価となっている。 
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２  第３期中期目標期間の業務の実績に関する評価 

 

全体評価                                                      

法人では、医師の偏在・散在の解消や看護師の質の向上、県民への研究成果の還元、地域の医療機
関との連携の推進による救急医療体制の強化、医師と患者双方の視点を織り交ぜた実践的な教育、民
間企業や他大学との共同研究、働き方改革などに取り組むとともに、中期計画の全ての項目につい
て、定期的に進捗状況を把握し、進捗管理を行うなど、中期目標・中期計画実現のために意欲的に取
り組んだ。 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、対面授業や病院実習、国内外での研修が十分に行え

ないなどの影響があったが、オンラインやシミュレータを活用するなど代替的な取組を実施し、コロ
ナ禍以後も感染対策を行った上で、中期目標・中期計画実現に向け取組を継続した。また、新型コロ
ナウイルス感染症患者を重点的に受け入れる重点医療機関として、多数の専用病床の確保、重症患者
の受入れをはじめ、他の医療機関や福祉施設等への感染防止対策の助言・指導など、新型コロナウイ
ルス感染症対策に関して、県民を守る「最終ディフェンスライン」として多大な貢献をした。 

 

第３期中期目標期間の業務の実績に関する評価 

第３期中期目標期間の業務の実績で評価できる取組として、以下の点などがあげられる。 

 

◇ 医師の偏在・散在の解消のために、県費奨学金義務年限の特定専攻課程医師に対して、病院

長及び指導医同席の下、従事先での診療状況の調査を実施した。 

 

◇ 特定行為研修を修了した看護師・専門看護師を増やすため、意向調査面接を行い、キャリア

サポートを実施した。また、研修受講促進のため、ポスター配布や師長会において特定行為

研修に関する情報提供を行う周知活動を実施した。 

 

◇ 市町村や県が実施する健康増進事業に協力・連携するために、健康増進計画や関連計画に関

する委員会や事業評価の会議への参画、計画策定・評価や事業への専門的知見からの助言、

ロジックモデルの作成支援、最新の知見に基づいた情報提供、研修会等での講演、健康関連

事業の相談指導を実施した。 

 

◇ 令和元年度から令和６年度の６か年で１９名のＤＭＡＴ隊員を養成することにより、計４チ

ームのＤＭＡＴチームを新たに育成した。また、毎年度、計３回の訓練にＤＭＡＴチームを

派遣し、さらなる技術向上を図った。 

 

◇ 紹介率や逆紹介率の維持・向上に向けて、「ＭＥＲだより」や「外来担当表」の発行、「初

診予約の手引き」を定期的に刊行し、県内及び近隣の医療機関に配布した。 

 

◇ 医学科では、臨床実習を充実させるため、文部科学省承認済みの米国式医学教育プログラム

であるハワイ医学教育プログラム（ＨＭＥＰ）を導入し、ハワイ（米国）式の学生参加型実

習を体験させることを決定し、派遣した。また、診療参加型臨床実習の実施要領を作成し、

学内及び学外の指導医へ周知を行った。 

 

◇ 研究支援体制の強化に向けて、令和元年度には「研究力向上ワーキング」を設置し、研究推

進戦略会議と連携しながら、課題整理と行動計画の策定を行った。令和２年度には、研究の
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入口から出口までを包括的に支援する「先端医学研究支援機構」を新設した。構成機関とし

て、医学研究支援センター等を整備し、専門人材を段階的に配置した。 

 

◇ 奈良先端科学技術大学院大学との共同研究をさらに推進するため、令和４年度に「連携活性

化推進室」を設置し、設備・研究機器の相互利用環境の整備を進めた。令和６年度には両大

学の組織連携を制度的に担保するため「一般社団法人奈良先端医工科学連携機構」を設立し

た。文部科学省より大学等連携推進法人としての認可を取得し、医療×工学による地域創生

と研究基盤の強化が一層期待される体制となった。 

 

◇ 患者満足度調査を実施し、年度ごとの満足度の推移を把握した。また、患者満足度調査及び

声のポスト等の意見を基に、患者の利便性向上、患者サービス向上のための施設改修、運用

の見直し等を実施した。 

 

◇ 看護師の負担軽減のため、看護師ＷＧにおいて始業前超勤の縮減、一部病棟における障害者

雇用へのタスクシフトや夜間看護補助者の導入を実施した。 

 

一方、課題について、以下の点などがあげられる。 

 

◆ 卒業後に看護師を経験してから保健師になることを希望する者がいることを考慮し、既卒者

も含めた保健師の県内就業率を調査したところ、目標値は概ね達成することができている

が、令和２年度から令和４年度まで新型コロナウイルス感染症の影響で保健所実習は学内実

習としていたこともあり、看護学科卒業生の保健師県内就業者数の増加目標の達成には至ら

なかった。 

 

◆ 臨床研究中核病院の承認にかかる施設要件及び人員要件については、令和元年度より継続的

に研究支援者を確保し、求められる要件をほぼ充足させたが、研究実績については、研究相

談事業や臨床研究経験の少ない診療科への研究実施の働きかけなどを行ったものの、研究成

果をあげるまでに時間を要することや、医師の働き方改革により研究のための時間確保が困

難になってきたこと等の情勢変化もあり、承認要件の一部が未充足となった。そのため、臨

床研究中核病院の承認申請には至らなかった。 

 

◆ 女性研究者支援としては、研究支援員配置制度を継続的に実施し、年間８～１４名を対象に

支援を提供した。支援対象は週５日勤務の医員にも拡大し、ライフイベントや介護と両立し

ながら研究を継続できる環境整備を進めたが、女性研究者数の増加目標の達成には至らなか

った。 

 

◆ 特定行為研修修了者等の専門性の高いスキルを有する看護師は、令和６年度には３８人（令

和元年度：８人）と着実に増えており、認定看護師教育課程への志願者も増加している。一

方で、認定看護師の育成を行う教育機関ではカリキュラム改正によって教育機関が年々減少

し、それに伴い定員も減少した。その結果、受験倍率の上昇等が要因となり、認定看護師育

成に影響が生じ、認定看護師等の増加目標の達成には至らなかった。 
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以上のほか、第３期中期目標期間に、新型コロナウイルス感染症の動向に対応した取組として、以

下の点などがあげられる。 

 

○ 組織体制の整備： 

令和２年４月より引き続き、新型コロナウイルス感染症への対応のため、情報の収集と発

信の一本化、指揮命令系統の確立を図り、簡潔な議論と迅速な決定を行うことを目的とした

組織体制を整備するため、理事長を本部長とする新型コロナウイルス感染症対策本部を設置

した。また、マスメディアと感染症専門医による新型コロナウイルス感染症に関する勉強会

を開催し、正確な情報の発信に努めた。 

 

○ 診療（附属病院）における対応： 

県の要請を受け、令和２年４月から新型コロナウイルス感染症受入専用病床を感染状況に

応じて確保しており、県内の感染者数等の状況に応じて最大８０床（うち重症病床は最大１

４床）を確保した。 

 また、上記受入体制を確保するため、一般病床の運用・手術枠を縮小し、入院患者の受入

れを抑制（最大６０％まで病床運用を抑制）するとともに、逆紹介や電話診療の推進等によ

り外来患者も抑制した。しかし、新型コロナウイルス感染症の感染者数が急増した時期に

は、高度救命救急センターは常に満床に近い状態で運用せざるを得なかったため、救急患者

の受入困難な状況が発生するなどの影響が生じたが、地域の医療機関と連携することによ

り、附属病院でしか対応できない高度医療、悪性腫瘍や急を要する患者についてはこれまで

どおりの対応を行った。また、新型コロナウイルス感染症陽性の妊婦の治療については、他

府県や他院への搬送を行うことなく自院で完結させた。 

 その他、ＰＣＲ検査を実施するための医師・看護師等を派遣するなど、県内のＰＣＲ検査

体制の運営に貢献したほか、院内感染防止のため、来院者の発熱トリアージの実施、面会の

制限の強化などを実施した。 

 

○ 研究部門における取組： 

新型コロナウイルス感染症の感染ルート遮断対策として、３密（密閉、密集、密接）の回

避だけでは不十分であると考え、「３つの感染ルート（接触、飛沫、エアロゾル）の遮断」

を重視して取り組むことを基本方針とし、感染対策の無料相談等を実施した。 

また、令和２年度に世界で初めて新型コロナウイルスの不活化を確認した柿渋について、

研究成果の製品化共同開発企業の公募を行い、複数の企業と共同開発を行い、ネットやコン

ビニ等での販売が開始された。 

さらに、新型コロナウイルス感染症への感染が疑われる発熱患者を一般患者と分離して検

査や診察を行うことのできる、迅速に病院構内等に設置可能なプレハブ型の「ＭＢＴ感染症

外来ユニット」について、引き続き、全国の病院や自治体に紹介するとともに、ＭＢＴコロ

ナ克服キャンペーンとして各種イベントでの感染対策の指導を行った。 

令和４年度にはＭＢＴ連携企業と法人が共同で開発した抗ウイルスマスクの販売が附属病

院コンビニ内で開始された。また、新型コロナウイルス感染症の影響により中断していた若

手研究者国際学会発表助成事業を再開した。 
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○ 教育部門における取組： 

授業については、令和２年４月より、学生の来学禁止、対面授業の停止を実施した。同年

５月からは、教務事務システム等を活用した遠隔授業を実施した。同年６月以降は、分散型

による対面授業の再開（対面授業と遠隔授業の併用）、学生実習・病院見学の段階的再開を

行った。加えて、令和３年度には文部科学省の「感染症医療人材養成事業」の事業選定を受

けて高度シミュレータを活用した臨床実習を行った。学生に対して、遠隔授業支援奨学金の

給付、パソコンの貸与等を実施するとともに、学生支援委員によるチャット機能を活用した

オンラインでの学生支援を実施した。 

新型コロナウイルス感染症の影響で、保健所実習や県・市町村合同の保健師採用説明会が

中止になる一方で、令和２年度及び令和３年度は遠隔で実施していた医学科１年次の病院見

学を対面で実施し、県内医療機関への理解を増進させた。また、海外へのリサーチ・クラー

クシップ派遣は中止したものの、国内の学外実習施設へ学生を派遣し研究マインドの育成を

図った。 

 

 

これらの取組を含めて、公立大学法人奈良県立医科大学の第３期中期目標期間終了時の中期目標

期間のすべての業務実績について、実施要領に基づき評価した結果、中期目標で掲げる７項目につ

いて、下表のとおり評定した。 

 

項目 評価 内容 

Ⅰ.地域貢献<教育> Ⅳ 中期目標の達成状況が良好である 

Ⅰ.地域貢献<研究> Ⅴ 中期目標の達成状況が極めて良好である 

Ⅰ.地域貢献<診療> Ⅳ 中期目標の達成状況が良好である 

Ⅱ.教育 Ⅲ 中期目標の達成状況が概ね良好である 

Ⅲ.研究 Ⅴ 中期目標の達成状況が極めて良好である 

Ⅳ.診療 Ⅳ 中期目標の達成状況が良好である 

Ⅴ.法人運営 Ⅲ 中期目標の達成状況が概ね良好である 

 

以上のことを踏まえ、公立大学法人奈良県立医科大学の中期計画の業務実績については、中期目

標・中期計画の達成状況が全体として良好であると認められる。 

なお、今回、新型コロナウイルス感染症の対応により得られた経験や知見については、教育・ 

研究・診療の各分野の今後の取組に寄与させるよう尽力されたい。 
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項目別評価及び価値目標項目別評価                                               

Ⅰ．地域貢献〈教育〉  

１．医師・看護師・保健師の県内定着  ２．医師の偏在・散在の解消  ３．看護師の質の向上 

 

【項目別評価】 

目標項目 地域に貢献する医療人の確保と質の向上 

期間最終評価 Ⅳ 中期目標の達成状況が良好である 

 

【価値目標項目別評価】 

価値目標項目 
期間最終 

評価 

1 
医師・看護師・保

健師の県内定着 

・県内で質の高い医療を効率的に提供する体制を構築するた 

め、医師を養成・確保 

・県内の看護師等学校養成所を卒業して県外で就業した者 

が、県外の看護師等学校養成所を卒業して県内で就業する 

者を上回っている中、地域医療体制を支える看護師を確保 

・健康寿命日本一を目指す上で、保健指導の中心的役割を果 

たす保健師を確保 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B C B B B 

B 

2 
医師の偏在・散在

の解消 

奈良県の医師数は全国平均を上回ったが、診療科では全国平

均を下回る科もある（偏在）ことや、中規模病院が多く、病院当

たりの医師数が少ないこと（散在）の是正が必要 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

S A S A A 

A 

3 
看護師の質の向

上 

看護職員の役割が拡大する中、専門的な知識と技術に裏付け

られた高い看護水準を担保するため、専門看護師や特定行為

研修修了者等、高いスキルを持つ看護職員を養成。また、住

み慣れた自宅での療養ニーズに対応するため、訪問看護師の

質を向上 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

S A A A A 

A 
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評価できる取組 

 

価値目標２ 

 「医師の偏在・散在の解消」 

中期計画 

「県及び各関係機関との連携のもと、県費奨学生のキャリアパス形成を支援し、地域医療に貢献す

る医師を育成するとともに地域の医療機関からの派遣要請等を精査し、適正な医師派遣を実施」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 医局に対し、県内配置医師の充足状況の聞き取りや、県費奨学生医師制度等の説明を実施し

た。 

◇ 医師の偏在・散財の解消のために、県費奨学金義務年限の特定専攻課程医師に対して、病院長

及び指導医同席の下、従事先での診療状況の調査を実施した。 

◇ 令和２年度から令和５年度において、県費奨学生に対して実施している取組のうち対面式イベ

ント（交流会・バスツアー・ランチミーティング）は中止となったが、令和６年度は臨床研修

病院見学バスツアー、ランチミーティングを実施した。６年生対象の研修病院説明会は感染対

策を行った上で、引き続き実施した。 

◇ 学習支援やキャリア形成のサポートのために、奨学生との個人面談を随時実施した。 

◇ 制度の理解浸透やキャリア形成支援のため、新入生に向けた奨学生制度の説明会や県費奨学生

総会を毎年開催した。 

◇ 奨学金制度への理解や奨学生のモチベーション維持のため、機関誌「Ｇｌｏｃａｌ」を年３回

発刊するとともに、県費奨学生制度について、令和２年度までの変遷、本県医療への影響をま

とめた冊子「県費奨学生制度に関する報告」を作成し、県内病院、へき地診療所、全国の地域

医療系講座を有する国公立大学４９機関に配布した。 

◇ ホームページを拡充し、県費奨学生制度の詳細・イベント等タイムリーな情報を掲載すること

により学生、医師、保護者、関連施設が必要な情報を得やすい環境を整備した。 

 

価値目標３ 

 「看護師の質の向上」 

中期計画 

「特定行為研修を修了した看護師・専門看護師を増やすとともに、看護職員の教育・研修プログラ 

ムを充実させることにより地域の看護師の能力を向上」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 特定行為研修を修了した看護師・専門看護師を増やすため、意向調査面接を行い、キャリアサ

ポートを実施した。また、研修受講促進のため、ポスター配布や師長会において特定行為研修

に関する情報提供を行う周知活動を実施した。 

◇ 専門看護師について、看護副部長による面談を年２回行い、専門看護師によるＯＪＴを通した

キャリア支援を実施した。 
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◇ 特定行為研修修了看護師（在宅コース）を増やすために、訪問看護師が参加する研修会や地域

の病院に対し、特定行為研修について紹介する機会を設けて広く周知した。 

◇ 令和５年度より、在宅看護のスキル向上を目的とした講義・実習を実施した。 

◇ 地域貢献事業として、認定看護師・特定看護師による県内で勤務する看護職者を対象とした研

修を毎年度実施した。 

 

 

 

（参考）【実現目標の実績について】 ※数値目標のみ抜粋 

 

１．医師・看護師・保健師の県内定着 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

県内で臨床研修

を行う医大卒医

の県内基幹病院

における専攻医

登録率の確保 

目標 第３期期間平均 ８０％ 

実績 ８８．１％ 

８６．０％ 

（単年度実績：

８３．８％） 

８３．４％ 

（単年度実績：

７８．３％） 

８５．５％ 

（単年度実績：

９１．７％） 

８６．２％ 

（単年度実績：

８８．９％） 

８５．５％ 

（単年度実績：

８２．２％） 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

医学科卒業生の

県内就業率の確

保 

目標 第３期期間平均 ６０％ 

実績 ５６．７％ 

５６．９％ 

（単年度実績：

５７．１％） 

６０．６％ 

（単年度実績：

６７．９％） 

５６．７％ 

（単年度実績：

４５．０％） 

５７．２％ 

（単年度実績：

５９．２％） 

５７．０％ 

（単年度実績：

５６．３％） 

 
 
 

課題 

 

価値目標１ 

 「医師・看護師・保健師の県内定着」 

中期計画 

「保健師課程履修学生の県内就業者を確保するため、県・市町村との連携のもと、県内保健師とし

て就業する意欲を向上させるような、講義、実習を充実」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◆ 卒業後に看護師を経験してから保健師になることを希望する者がいることを考慮し、既卒者

も含めた保健師の県内就業率を調査したところ、目標値は概ね達成することができている

が、令和２年度から令和４年度まで新型コロナウイルス感染症の影響で保健所実習は学内実

習としていたこともあり、看護学科卒業生の保健師県内就業者数の増加目標の達成には至ら

なかった。 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

看護学科卒業生

の県内就業率の

確保 

目標 第３期期間平均 ６５％ 

実績 ６８．９％ 

６７．０％ 

（単年度実績：

６５．０％） 

６８．７％ 

（単年度実績：

７２．２％） 

６７．４％ 

（単年度実績：

６３．４％） 

７０．１％ 

（単年度実績：

８１．１％） 

７０．４％ 

（単年度実績：

７１．６％） 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

看護学科卒業生

の保健師県内就

業者数の増加 

目標 第３期期間平均 ６人 

実績 ６人 

４人 

（単年度実績：

２人） 

４．３人 

（単年度実績：

５人） 

４．８人 

（単年度実績：

６人） 

４．２人 

（単年度実績：

２人） 

３．７人 

（単年度実績：

１人） 

 

２．医師の偏在・散在の解消 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

県立医大医師派

遣センター等を

通じた地域の医

療機関への配置

医師数の増加 

目標 ７人 １４人 ２４人 ３６人 ４９人 ５６人※ 

実績 １６人 ３３人 ３５人 ４４人 ６６人 ６１人 

※ 第３期期間累計 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

医師が不足する

へき地や診療

科、診療分野に

従事する医師数

の増加 

目標 ４１人 ５６人 ６６人 ８８人 １００人 １０５人※ 

実績 ４２人 ５８人 ７０人 ９２人 １０８人 １１９人 

※ 第３期期間累計 

 

３．看護師の質の向上 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

特定行為研修

（急性期コース）

を修了した看護

師数の増加 

目標 ３人 ６人 ９人 １２人 １５人 １８人※ 

実績 ６人 １１人 １６人 ２０人 ２３人 ２７人 

※ 第３期期間累計 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

専門看護師数の

増加 

目標 － １人 － ２人 － ３人※ 

実績 １人 １人 １人 

１人 

*大学院修了

２名 

２人 ４人 

※ 第３期期間累計 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

特定行為研修

（在宅コース）を

修了した看護師

数の増加 

目標 ６人 １２人 １８人 ２４人 ３０人 ３６人※ 

実績 ８人 １７人 ２２人 ３０人 ３９人 ４９人 

※ 第３期期間累計 
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項目別評価及び価値目標項目別評価                                               

Ⅰ．地域貢献〈研究〉  

４．地域に根ざし地域と歩む研究の推進 

 

【項目別評価】 

目標項目 県民の健康増進への貢献 

期間最終評価 Ⅴ 中期目標の達成状況が極めて良好である 

 

【価値目標項目別評価】 

価値目標項目 
期間最終 

評価 

4 
地域に根ざし地域

と歩む研究の推進 

奈良県の医療・保健・福祉に関する諸課題を解決するため、県

と連携して研究に取り組み、その成果を県民に還元 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

S S S S S 

S 

評価できる取組 

 

価値目標４ 

 「地域に根ざし地域と歩む研究の推進」 

中期計画 

「市町村や県が実施する健康増進事業への協力・連携及び実践的研究を実施」 

「健康寿命延伸や医学を基礎とするまちづくり研究等を進展」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 市町村や県が実施する健康増進事業に協力・連携するために、健康増進計画や関連計画に関す

る委員会や事業評価の会議への参画、計画策定・評価や事業への専門的知見からの助言、ロジ

ックモデルの作成支援、最新の知見に基づいた情報提供、研修会等での講演、健康関連事業の

相談指導を実施した。 

 健康長寿に関する施策のエビデンス作りを支援する実践的研究について、香芝市との共同

研究や公的統計を用いた研究を行い、令和元年度から令和６年度にセンター活動に関連し

た原著論文を１９本公表するとともに、プレスリリースやホームページを活用した情報発

信を実施した。 

◇ ＭＢＴ（※1）を核とした多様な産学官連携を推進し、研究成果の社会還元や地域貢献、難病克

服支援などを実施した。 

 研究推進戦略本部会議において重点課題である健康長寿コホ－ト研究（※2）の進捗管理を

行い、地域医療の高度化に貢献した。 
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（参考）【実現目標の実績について】 ※数値目標のみ抜粋 

 

４．地域に根ざし地域と歩む研究の推進 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

県民健康増進支

援センターによ

る県・市町村及

び民間医療機関

等の支援の新規

件数（累計）の増

加 

目標 ２５件 ３０件 ３５件 ４０件 ４５件 ５０件※ 

実績 ４５件 ４９件 ５１件 ５８件 ６３件 ６６件 

※ 第３期期間累計 

 

 

 産学官連携では、企業等と共同でウェアラブル端末を用いた健康管理や、心電図表示シス

テム等の開発を行い、ＭＢＴの広がりを示した。 

 地域還元・情報発信では、今井町（橿原市）などでの定期的なＭＢＴ健康教室や、薬局で

の健康ステーション、ＭＢＴカフェの実施を通じて地域住民との交流を図った。 

 ＭＢＴに関する特命教授による学生向け講義を継続的に実施し、その模様をＹｏｕＴｕｂ

ｅ等で全国に配信した。ＮＨＫや全国紙に取り上げられるなどメディア露出も多く、認知

拡大に貢献した。 

 ＭＢＴコロナ克服キャンペーンの取組では、オゾンガス、柿渋及びお茶による新型コロナ

ウイルス不活化の研究や、感染症外来ユニットの開発、「感染を防ぐ模擬立食パーティ

ー」など、感染症対策の啓発に医学的知見を活用しながら先駆的な取組を展開した。 

 企業・団体向け相談会や全国的な広報活動を行い、地域にとどまらず広く影響を与えた。 

 ＭＢＴ難病克服キャンペーンとして、ＷＥＢセミナー（第７回まで開催）やＭＢＴ映画祭

（第４回まで開催）を通じて、難病に苦しむ人々の支援と社会的理解を促進した。 

（※1）ＭＢＴ：Medicine-Based Town〈医学を基礎とするまちづくり〉  

（※2）健康長寿コホート研究：県下全域の多数の住民を対象として、県民の健康長寿を維持させる要因を多 

方面から調査、分析する研究 
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項目別評価及び価値目標項目別評価                                               

Ⅰ．地域貢献〈診療〉  

５．県民を守る「最終ディフェンスライン」の実践  ６．病病連携・病診連携の推進   

７．各領域の担い手となる医療人の育成 

 

【項目別評価】 

目標項目 地域医療機関との連携・機能分担の推進 

期間最終評価 Ⅳ 中期目標の達成状況が良好である 

 

【価値目標項目別評価】 

価値目標項目 
期間最終 

評価 

5 

県民を守る「最終

ディフェンスライ

ン」の実践 

救急医療体制を強化するとともに、奈良県基幹災害拠点病院と

して、県民を守り地域の安心の確保に貢献 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

A A A A A 

A 

6 
病病連携・病診連

携の推進 

地域の医療機関との適切な機能分担と緊密な連携を推進し、

地域医療を支える 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

A B A A A 

A 

7 
各領域の担い手と

なる医療人の育成 

質の高い医療を実践できる優秀な医師を確保し、県民が県内

で高度な医療が受けられ、地域医療が充実する臨床研究支

援体制を確立 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B A B B C 

B 

 

評価できる取組 

 

価値目標５  

  「県民を守る『最終ディフェンスライン』の実践」 

中期計画 

「県内の救急医療に関する諸機関との連携体制の下、重篤な救急患者の受け入れを中心に、県民を

守る「最終ディフェンスライン」としての取り組みを実施」 

「県内医療機関との連携強化と機能分担を推進し、基幹災害拠点病院としての取り組みを実施」 
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第３期中期目標期間の取組 

◇ ｅ－ＭＡＴＣＨ（※1）を活用した救急コーディネーター事業（※2）の確立のため、県、消

防、附属病院医師による「奈良県救急搬送及び医療連携協議会」でより効率的なｅ－ＭＡＴＣ

Ｈの運用方法について検討した。また、検討結果に基づき、傷病者の情報が詳細に医療機関に

伝わるよう、令和６年度にｅ－ＭＡＴＣＨの改修を行った。 

◇ 令和４年度に２４時間３６５日ＥＲ型救急医療体制を運用開始した。また、令和６年度に施行

された医師の働き方改革を受け、ＥＲに従事する医師の夜間の宿直を令和６年度から勤務化す

る等、ＥＲに従事する医師の勤務体制の見直しを行った。 

◇ ２４時間３６５日ＥＲ型救急医療体制を安定的に運用するため、後方支援病院と協議の上、Ｅ

Ｒ受入後の転院調整をＷＥＢシステム上で行う「ＥＲ転院調整システム」を令和５年度に構

築、令和６年度から運用開始した。  

◇ 令和元年度から令和６年度の６か年で１９名のＤＭＡＴ隊員を養成することにより、計４チー

ムのＤＭＡＴチームを新たに育成した。また、毎年度、計３回の訓練にＤＭＡＴチームを派遣

し、さらなる技術向上を図った。 

◇ 令和６年能登半島地震に対応するため、ＤＭＡＴを２回石川県に派遣した。 

◇ 「奈良県における災害支援ナース（※3）の派遣に関する協定」を令和６年４月１日に奈良県と

締結し、ＤＭＡＴに加え、災害支援ナースについても、医療法に基づき被災地に派遣可能な体

制を整備した。 

（※1）ｅ－ＭＡＴＣＨ：奈良県における救急医療管制システム  

（※2）救急コーディネーター事業：消防と病院が連携を強化し、症状、緊急度、重症度に応じた適切な病 

院選定･搬送をより迅速に行うための取組 

    （※3）災害支援ナース：災害発生時、他の医療機関等に派遣され、災害支援看護業務に従事する看護師 

 

価値目標６ 

 「病病連携・病診連携の推進」 

 中期計画 

  「地域の医療機関との密接な連携を進め、患者が必要な医療を継続して受けることのできる地域完

結型医療を推進」 

「糖尿病については、糖尿病学講座を中核に人材の養成と糖尿病診療ネットワークを通じた紹介・

逆紹介の支援を実施」 

 

  第３期中期目標期間の取組 

◇ 紹介率や逆紹介率の維持・向上に向けて、「ＭＥＲだより」や「外来担当表」の発行、「初診

予約の手引き」を定期的に刊行し、県内及び近隣の医療機関に配布した。 

◇ 連携登録医との顔の見える関係を強固にするべく「連携登録医のつどい」を年１回開催した。

令和５年度からは参加者増を目指して対面開催とＷＥＢによるハイブリッドに切り替えた。 

◇ 地域の医療機関との関係性の向上や連携強化を図るために、病病連携について年間平均３件の

ペースで計１８医療機関と連携協定を締結した。 

◇ 糖尿病及び内分泌・代謝疾患に関する専門知識の普及と人材育成を目的とした勉強会を、ＷＥ

Ｂを活用し、６年間継続して実施した。 
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（参考）【実現目標の実績について】 ※数値目標のみ抜粋 

 

５．県民を守る「最終ディフェンスライン」の実践 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

中南和地域にお

ける重症以上の

傷病者搬送事案

において医療機

関に受入の照会

を行った回数４

回以上の割合の

低下 

目標 ５．７％ ５．２％ ４．７％ ４．２％ ３．７％ ２．７％ 

実績 １．８１％ １．９４％ ３．７５％ ７．３６％ ５．００％ ２．５０％ 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

救急隊からの受

入照会に対する

受入率の向上※ 

目標 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

実績 ９２．６％ ９０．０％ ８６．４％ ８５．１％ ９０．３％ ９４．９％ 

※ 高度救命救急センター 

 

 

 

 

 

 

課題 

 

価値目標７ 

 「各領域の担い手となる医療人の育成」 

中期計画 

「県内及び全国の医療機関等との連携を進めるとともに質の高い国際水準の臨床研究を実施する体

制を整え、臨床研究への支援を進め臨床研究中核病院の承認要件充足に向けた取り組みを実施」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◆ 臨床研究中核病院の承認にかかる施設要件及び人員要件については、令和元年度より継続的

に研究支援者を確保し、求められる要件をほぼ充足させたが、研究実績については、研究相

談事業や臨床研究経験の少ない診療科への研究実施の働きかけなどを行ったものの、研究成

果をあげるまでに時間を要することや、医師の働き方改革により研究のための時間確保が困

難になってきたこと等の情勢変化もあり、承認要件の一部が未充足となった。そのため、臨

床研究中核病院の承認申請には至らなかった。 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

新生児県内

受入率及びハ

イリスク妊婦

の県内受入

率の向上 

目標 

（新生児） 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

実績 ９９．１％ ９９．２％ ９７．７％ １００％ ９８．０％ ９７．７％ 

目標 

（ハイリスク 

妊婦） 

１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

実績 ９９．６％ ９９．２％ １００％ ９６．９％ ９８．８％ １００％ 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

災害医療を支

えるＤＭＡＴチ

ームの育成 

目標 － － １チーム － － ２チーム※ 

実績 ２チーム ３チーム ３チーム ４チーム ４チーム ４チーム 

※ 第３期期間累計 

 

６．病病連携・病診連携の推進 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

高い紹介率の

維持 

目標 
９３％ 

以上 

９３％ 

以上 

９３％ 

以上 

９３％ 

以上 

９３％ 

以上 

９３％ 

以上 

実績 ９３．２％ ９４．９％ ９４．５％ ９５．８％ ９７．４％ ９８．３％ 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

高い逆紹介率

の維持 

目標 
８２％ 

以上 

８２％ 

以上 

８２％ 

以上 

８２％ 

以上 

８２％ 

以上 

８２％ 

以上 

実績 ９１．９％ １０７．４％ ９３．５％ ９３．０％ １０６．０％ １１２．１％ 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

糖尿病専門

医養成数の

増加 

目標 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人※ 

実績 １人 １人 ３人 ４人 ５人 ８人 

※ 第３期期間累計 
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項目別評価及び価値目標項目別評価                                               

Ⅱ．教育  

８．「心の教育」を軸とした「良き医療人」の育成   

９．教員の教育能力開発と教育全般に関する 360度評価  10．学生への支援の推進 

11．学習環境と教育環境の充実 

 

【項目別評価】 

目標項目 最高の医学と最善の医療を行う「良き医療人」の育成 

期間最終評価 Ⅲ 中期目標の達成状況が概ね良好である 

 

【価値目標項目別評価】 

価値目標項目 
期間最終 

評価 

8 

「心の教育」を軸と

した「良き医療人」

の育成 

 知識・技能はもとより、豊かな人間性に基づいた高い倫理観と

旺盛な科学的探究心を備え、患者・医療関係者、地域や海外

の人々と暖かい心で積極的に交流する医療人の育成 

 臨床実習を強化し、患者安全に関する基本教育、医療者にな

る自覚の強化、参加型臨床実習への円滑な移行による臨床

マインドの育成 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

A B B A B 

B 

9 

教員の教育能力

開発と教育全般に

関する３６０度評

価※ 

魅力ある教育を実現するため、学生の参加を推進するととも

に、教員の教育能力を向上 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

A B B B B 

B 

10 
学生への支援の

推進 

教員・学生間対話を拡大し、学生全体対話の他、個別面談やカ

ウンセリング等の個別対話を拡大 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B B B B B 

B 

11 
学習環境と教育環

境の充実 

豊かな知識と優れた技能、地域貢献の気概を持った国際水準

の医療人を育成するために、学習環境と教育環境を改善 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B B B B B 

B 

※３６０度評価：学生や評価機構など、立場が異なる複数の評価者が評価する手法・多面評価 
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評価できる取組 

 

価値目標８  

 「『心の教育』を軸とした『良き医療人』の育成」 

中期計画 

「医学科においては『医学教育モデル・コア・カリキュラム』及び『医学教育分野別認証評価』、

看護学科においては『看護学教育モデル・コア・カリキュラム』、『保健師助産師看護師学校養成

所指定規則』及び『看護学教育分野別認証評価』に則した専門教育を実施」 

「地域基盤型医療教育カリキュラム及び臨床マインド育成カリキュラム並びに看護に係る臨床実習

を最適化」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 医学科では、モデル・コア・カリキュラム（以下、「コアカリ」という。）に即した授業の実

施を徹底するため、臨床医学及び基礎医学すべての専門科目のコアカリ状況を調査し、コアカ

リを網羅した。また、医学教育分野別評価でも指摘されている形成的評価の促進について、臨

床実習に３種類の形成的評価表を導入した。３年次と５年次に総合問題形式の知識到達度試験

を導入した。また、学生の学習能力到達度を評価するとともに、各学年の試験やＣＢＴ（※）

等とも相関分析を行い、成績不良者へのフォローアップとしても活用している。 

◇ 看護学科では、卒業時アウトカムの教員評価及び自己評価を実施し、結果をレーダーチャート

で示したものをフィードバックした。 

◇ 医学科では、臨床実習を充実させるため、文部科学省承認済みの米国式医学教育プログラムで

あるハワイ医学教育プログラム（ＨＭＥＰ）を導入し、ハワイ（米国）式の学生参加型実習を

体験させることを決定し、派遣した。また、診療参加型臨床実習の実施要領を作成し、学内及

び学外の指導医へ周知を行った。 

◇ 看護学科では、実習部会で看護技術項目の到達度を報告の上、到達度が低い項目について要因

を検討し、今後の演習に反映した。 

（※）ＣＢＴ（Computer Based Testing）：臨床実習開始前（４年生時）に実施する共用試験 

 

価値目標９  

 「教員の教育能力開発と教育全般に関する３６０度評価」 

中期計画 

「高度な知識・技術を有する看護師を養成するため、高度な教育力・研究力を持った教員の人材育

成を行うことを目的として、看護学研究科博士課程を設置」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 令和５年度に看護学研究科博士後期課程設置の承認が得られたことにより、入学者選抜を行っ

たところ、定員２名に対し６名の志願があり、選考の結果、３名の入学者を受け入れた。 
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（参考）【実現目標の実績について】 ※数値目標のみ抜粋 

 

８．「心の教育」を軸とした「良き医療人」の育成 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

医師・看護師・保健

師・助産師の現役

卒業生の国家試験

合格率の向上 

目標 

(医師) 

国公立大学 

トップ１０ 

国公立大学 

トップ１０ 

国公立大学 

トップ１０ 

国公立大学 

トップ１０ 

国公立大学 

トップ１０ 

国公立大学 

トップ１０ 

実績 ７位 ４２位 ２５位 ３位 ３９位 １８位 

目標 

(看護師) 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

実績 ９５．２％ １００％ ９８．７％ １００％ ９６．５％ １００％ 

目標 

(保健師) 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

実績 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

目標 

(助産師) 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

実績 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

「良き医療人」育成

にかかる教養・基

礎・臨床・看護各分

野におけるカリキュ

ラムの最適化 

① CBT合格率の

向上 

② Ｐｏｓｔ－ＣＣ Ｏ

ＳＣＥ※合格率

の維持 

③ 看護技術項目

到達度ﾁｪｯｸﾘｽ

ﾄの到達度平

均の向上 

目標① ９３％ ９３．４％ ９３．８％ ９４．２％ ９４．６％ ９５％ 

実績 ９９％ １００％ ９９．１％  ９９．１％ ９５．６％ ９５．９％ 

目標② １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

実績 １００％ 

新型コロナウ

イルスの感染

拡大に伴い、

本試験を中止 

１００％ １００％ １００％ １００％ 

目標③ 
平均９０％

以上 

平均９０％

以上 

平均９０％

以上 

平均９０％

以上 

平均９０％

以上 

平均９０％

以上 

実績 ８３．６％ ８２．７％ ７６．４％ ７７．３％ ７９．７％ ７９．９％ 

※ Post-CC OSCE（OSCE:Objective Structured Clinical Examination）：臨床実習終了後（６年生時）に実施する客観的臨床能力試験 
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項目別評価及び価値目標項目別評価                                               

Ⅲ．研究  

12．最善の医療に貢献する最先端の研究の実施  13．横連携・他分野連携の推進 

14．研究推進体制の適正化と強化 

 

【項目別評価】 

目標項目 最善の医療に貢献する最先端の研究の実施 

期間最終評価 Ⅴ 中期目標の達成状況が極めて良好である 

 

【価値目標項目別評価】 

価値目標項目 
期間最終 

評価 

12 

最善の医療に貢

献する最先端の研

究の実施 

研究の成果を患者の最善の医療に活かし、県民の健康増進を

図るとともに、最先端の研究の実施により医学の進歩に貢献 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

S S S S S 

S 

13 
横連携・他分野連

携の推進 

講座、領域単位の専門分野の研究に加え、枠組みを超えて連

携した研究を推進 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

S S S S S 

S 

14 
研究推進体制の

適正化と強化 

若手研究者や女性研究者の育成や研究推進体制の強化によ

る研究の促進 

（参考 評価実績） 
 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

A A A A A 

A 

評価できる取組 

 

価値目標 12 

 「最善の医療に貢献する最先端の研究の実施」 

中期計画 

「研究総合力を増強」 

「がん、脳卒中、心筋梗塞等に貢献する重点研究を推進」 

「臨床研究の支援体制を強化」 

 

 

 



 

21 

 

 

 

課題 

 

価値目標 14 

「研究推進体制の適正化と強化」 

中期計画 

「若手研究者の育成、女性研究者の研究を支援」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 研究支援体制の強化に向けて、令和元年度には「研究力向上ワーキング」を設置し、研究推進

戦略会議と連携しながら、課題整理と行動計画の策定を行った。令和２年度には、研究の入口

から出口までを包括的に支援する「先端医学研究支援機構」を新設した。構成機関として、医

学研究支援センター等を整備し、専門人材を段階的に配置した。 

◇ 重点研究の推進では、血栓止血とＩＶＲ（画像下低侵襲治療）を中核テーマとして設定し、新

規治療開発に取り組み、研究推進戦略本部会議やセンター運営委員会で定期的な進捗管理を行

った。 

◇ 臨床研究体制の強化として、臨床研究セミナーを毎月開催した。学内外から年間延べ１，２０

０名以上が受講し、教育的効果を高めた。研究倫理に関する教育も令和２年度以降はＷＥＢ配

信形式に切り替えて対応する等、継続的に行った。 

 

価値目標 13 

 「横連携・他分野連携の推進」 

中期計画 

 「横断的共同研究の取り組みを推進」 

「産学官連携、研究支援機能の強化と大学共同研究機能を充実」 

「研究者情報データベース活用等による研究業績の見える化」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 奈良先端科学技術大学院大学との共同研究をさらに推進するため、令和４年度に「連携活性化

推進室」を設置し、設備・研究機器の相互利用環境の整備を進めた。令和６年度には両大学の

組織連携を制度的に担保するため「一般社団法人奈良先端医工科学連携機構」を設立した。文

部科学省より大学等連携推進法人としての認可を取得し、医療×工学による地域創生と研究基

盤の強化が一層期待される体制となった。 

◇ 産学官連携を推進するため、毎年研究シーズ集をとりまとめ、２５０を超える関係機関へ郵送

するとともに、令和５年度以降はＭＢＴコンソーシアムの活動とも連携し、中小企業を対象と

したフェアでも研究シーズを提示し、共同研究や製品開発に繋げている。 

◇ 研究者の研究補助体制の整備については、令和５年度には専門技術職員を４名体制とし、研究

者の技術支援等の充実を図った。さらに研究者の業績の見える化に取り組み、研究者情報デー

タベースの整備・更新を推進した。 
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第３期中期目標期間の取組  

◆ 女性研究者支援としては、研究支援員配置制度を継続的に実施し、年間８～１４名を対象に

支援を提供した。支援対象は週５日勤務の医員にも拡大し、ライフイベントや介護と両立し

ながら研究を継続できる環境整備を進めたが、女性研究者数の増加目標の達成には至らなか

った。 

 

 

（参考）【実現目標の実績について】 ※数値目標のみ抜粋 

 

12．最善の医療に貢献する最先端の研究の実施 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

PubMed※１対象の

英文学術論文数

（累計）の増加 

目標 ４００件 ８００件 １，２００件 １，６００件 ２，０００件 
２，４００件

※２ 

実績 ６５１件 １，３８３件 ２，２２１件 ３，０９４件 ３，９３７件 ４，６８８件 

※１ PubMed：アメリカ国立医学図書館内の国立生物科学情報センター（ＮＣＢＩ）が運営する医学・生物学分野の学術論文検索サービス 

※２ 第３期期間累計 

 

13．横連携・他分野連携の推進 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

民間企業や他学

部との共同研究

件数（累計）の増

加 

目標 ３０件 ６５件 １００件 １３５件 １７０件 ２００件※ 

実績 ５４件 １０５件 １４３件 １８４件 ２１９件 ２６２件 

※ 第３期期間累計 

 

14．研究推進体制の適正化と強化 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

研究推進体制の

適正化と強化の

推進 

① 文部科学省

科研費採択

件数 （新規

＋継続）の増

加 

② 研究活動不

正防止研修

受講者数（累

計）の増加 

目標

① 
２０８件 ２０８件 ２０９件 ２１０件 ２１１件 ２１２件 

実績 ２２２件 ２３２件 ２５７件  ２５９件 ２３８件 ２４５件 

目標

② 
１，２００人 １，３００人 １，４００人 １，５００人 １，６００人 １，７００人 

実績 １，３６８人 １，５１８人 １，６７９人 １，９０４人 ２，２３４人 ２，５６５人 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

若手研究者・女

性研究者の支援 

① 若手研究採

択件数（新規

＋継続）の増

加 

③ 女性研究者

数（医学科女

性教員割合）

の増加 

目標

① 
４５件 ４６件 ４７件 ４８件 ４９件 ５０件 

実績 ６９件 ９１件 ９５件  ８４件 ８６件 ７４件 

目標

② 
１７．５％ １８．０％ １８．５％ １９．０％ １９．５％ ２０．０％ 

実績 １９．４％ １９．８％ １８．９％ １９．１％ １９．１％ １８．７％ 
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項目別評価及び価値目標項目別評価                                               

Ⅳ．診療  

15．県内基幹病院としての機能の充実  16．患者満足の一層の向上 

17．安全な医療体制の確立 

 

【項目別評価】 

目標項目 安全で安心できる最善の医療の提供 

期間最終評価 Ⅳ 中期目標の達成状況が良好である 

 

【価値目標項目別評価】 

価値目標項目 
期間最終 

評価 

15 
県内基幹病院とし

ての機能の充実 

 県内唯一の特定機能病院として、高度医療・先端医療を推進 

 県中南部の拠点となる高度医療拠点病院としての役割を担う

ための診療、人材及び機能の充実 

（参考 評価実績） 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B B A A A 
 

 A※ 
（B） 

16 
患者満足の一層

の向上 

医療人のホスピタリティマインド醸成や患者の意見及び要望を

適切に反映することにより、患者の診療に対する満足度を維持 

（参考 評価実績） 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B A S A A 
 

S 

17 
安全な医療体制

の確立 

県内医療機関による安全で透明性が高く、県民から信頼される

医療の提供 

（参考 評価実績） 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B B B A A 
 

A 

評価できる取組 

 

価値目標 16 

 「患者満足の一層の向上」 

中期計画 

「患者ニーズの把握及び職員の意識改善に努め、提供する医療の質を向上」 

  

※新型コロナウイルス感染症による影響を考慮しない場合の評価を「評価」欄の評価結果の下に括弧
書きで記載している。 
認定看護師数について、新型コロナウイルス感染症の影響により充足は不十分であったが、カリキ
ュラム改正等の外的要因により影響が生じていることを考慮した。 
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（参考）【実現目標の実績について】 ※数値目標のみ抜粋 

15．県内基幹病院としての機能の充実 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

低侵襲手術、高精

度放射線治療、精

密治療としての薬

物療法等を含めた

質の高いがん治療

実施比率の向上 

目標 ５２．０％ ５３．０％ ５４．０％ ５６．０％ ５８．０％ ６０．０％ 

実績 ５２．８％ ５５．３％ ５６．０％ ６０．９％ ６８．２％ ６８．７％ 

 

 

 

 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 患者満足度調査を実施し、年度ごとの満足度の推移を把握した。また、患者満足度調査及び

声のポスト等の意見を基に、患者の利便性向上、患者サービス向上のための施設改修、運用

の見直し等を実施した。 

◇ 令和５年度より新たに院内に医療サービス向上プロジェクトを立ち上げ、サービス向上に向

けた取組を実施し、職員の意識改善を図った。 

◇ ホスピタリティマインド醸成研修を、受講者アンケートの結果等を踏まえて、実践的な内容

にできるように検討を重ねながら開催した。受講促進のための周知を行い、受講者数は令和

６年度には２，２２１名（令和元年度：１，１０１名）となった。 

 

課題 

 

価値目標 15 

 「県内基幹病院としての機能の充実」 

中期計画 

「県内基幹病院として求められる機能を発揮するため、臨床指標を通じた医療の質の向上、熟練し 

た技術と知識を有する人材の養成及び将来の医療ニーズを踏まえた病院施設整備の取り組みを推  

進」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◆ 特定行為研修修了者等の専門性の高いスキルを有する看護師は、令和６年度には３８人

（令和元年度：８人）と着実に増えており、認定看護師教育課程への志願者も増加して

いる。一方で、認定看護師の育成を行う教育機関ではカリキュラム改正によって教育機

関が年々減少し、それに伴い定員も減少した。その結果、受験倍率の上昇等が要因とな

り、認定看護師育成に影響が生じ、認定看護師等の増加目標の達成には至らなかった。 

 

 

 



 

26 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

肝炎医療コーディネ

ーター養成数 

目標 ３０人 ６０人 ９０人 １２０人 １５０人 １８０人※ 

実績 ５０人 ５０人 ９０人 １４９人 ２０８人 ２４９人 

※ 第３期期間累計 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

臨床指標（クリ

ニカルインディ

ケーター）の改

善  

目標 

改 善 が 必

要と判断し

た 項 目 の

50%以上の

項目を改善 

改 善 が 必

要と判断し

た 項 目 の

50%以上の

項目を改善 

改 善 が 必

要と判断し

た 項 目 の

50%以上の

項目を改善 

改 善 が 必

要と判断し

た 項 目 の

50%以上の

項目を改善 

改 善 が 必

要と判断し

た 項 目 の

50%以上の

項目を改善 

改 善 が 必

要と判断し

た 項 目 の

50%以上の

項目を改善 

実績 
１００％改善

（３／３項目） 

５０％改善 

（１／２項目） 

１００％改善

（２／２項目） 

６７％改善 

（２／３項目） 

６７％改善 

（２／３項目） 

５０％改善 

（１／２項目） 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

認定看護師等

の増加 

目標 ３人 ６人 ９人 １１人 １３人 １５人※ 

実績 １人 ４人 ４人 ７人 ７人 １０人 

※ 第３期期間累計 

 

16．患者満足の一層の向上 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

患者満足度調

査において「非

常に満足」「満

足」と回答した

割合の維持 

目標 

（外来） 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

実績 ９６．１％ ９７．３％ ９８．１％ ９６．６％ ９７．７％ ９７．６％ 

目標 

（入院） 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

９０％ 

以上 

実績 ９７．２％ ９７．４％ ９８．４％  ９９．０％ ９８．９％ ９７．８％ 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

患者満足度調

査において診

察の待ち時間

につ い て 「 不

満」「やや不満」

と回答した割合

の維持 

目標 
３０％ 

以下 

３０％ 

以下 

３０％ 

以下 

３０％ 

以下 

３０％ 

以下 

３０％ 

以下 

実績 ３０．４％ １８．３％ ２４．４％ ２９．８％ ２４．８％ ２６．４％ 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

ホスピタリティマ

インド醸成研修

受講者アンケー

トにおいて「業

務に活用でき

る」「研修内容

を理解できた」

と回答した割合

の向上 

目標 ５７％ ５９％ ６１％ ６３％ ６４％ ６５％ 

実績 ５８％ ５１％ ８５％ ９１％ ８８％ ９３％ 

 

17．安全な医療体制の確立 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

患者安全対策

提案数の増加 

目標 ３件 ６件 ９件 １２件 １５件 １８件※ 

実績 ３件 ６件 ９件 １３件 １７件 ２０件 

※ 第３期期間累計 
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項目別評価及び価値目標項目別評価                                               

Ⅴ．法人運営  

18．ガバナンス体制の確立   

19．医療費適正化の推進とそれを支える費用構造改革の徹底による持続可能な経営基盤の確立 

20．働き方改革の推進  21．医療人としての人材育成 

 

【項目別評価】 

目標項目 持続可能で安定的な法人運営 

期間最終評価 Ⅲ 中期目標の達成状況が概ね良好である 

 

【価値目標項目別評価】 

価値目標項目 
期間最終 

評価 

18 
ガバナンス体制の

確立 

理事長の下、全教職員のコンプライアンスの徹底を図り、責任

所在の明確化と合理性を徹底したガバナンス体制の構築 

（参考 評価実績） 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

A B A A A 
 

B 

19 

医療費適正化の

推進とそれを支え

る費用構造改革の

徹底による持続可

能な経営基盤の

確立 

公立医療機関として率先して医療費適正化を推進するととも

に、教育・研究・診療を安定的に提供するための持続可能な経

営基盤を確立 

（参考 評価実績） 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B A A A A 
 

B 

20 働き方改革の推進 

 「働いて良し」を実現するために、働き方改革を推進し、人を

引きつける魅力ある職場づくりを推進 

 障害のある人もない人もともに暮らしやすい社会の実現を目

指して、障害のある人が、自分の能力が発揮できる仕事に就

くことができ、安心して働き続けることができる組織の確立 

（参考 評価実績） 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

A S A A A 
 

A 
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21 
医療人としての人

材育成 

 法人の全教職員を医療人と考え、知識・技能はもとより豊かな

人間性を重視した「良き医療人」を体系的・統一的かつ生涯に

わたり教育を実施 

 法人職員の統計リテラシー醸成を図り、法人の各種データの

収集・分析、改善策の提案を行うことによって、安定的な運営

基盤を確立 

（参考 評価実績） 

R１ R２ R３ R４ 見込評価 

B B B B B 
 

B 

 

評価できる取組 

 

価値目標 20 

 「働き方改革の推進」 

中期計画 

「全教職員が働きやすい魅力ある職場環境づくりに向けた働き方改革を推進し、職員満足度を向

上」 

 

第３期中期目標期間の取組 

◇ 年休の取得状況を運営協議会等で公表するとともに、年休の取得促進に向け各所属長あてに中

間取得状況として年休未達成者をリスト化し、年２回の通知により、取得促進を働きかけた。 

◇ 令和４年度の法改正に伴い、配偶者出産時の休暇及び育児休暇の対象範囲を全職員に拡大し

た。また、出産関連手当を申請する職員に対し、育児に関する制度内容を周知した。 

◇ 看護師の負担軽減のため、看護師ＷＧにおいて始業前超勤の縮減、一部病棟における障害者雇

用へのタスクシフトや夜間看護補助者の導入を実施した。 

◇ スムーズな復職を支援するため、復職審査会において各個人に合わせた復職プランを作成する

とともに、復職後におけるフォローアップを実施した。年１回、全職員向けにメンタルヘルス

研修（動画配信）も実施した。 

 

 

（参考）【実現目標項目の実績について】 ※数値目標のみ抜粋 

 

19．医療費適正化の推進とそれを支える費用構造改革の徹底による持続可能な経営基盤の確立 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

繰越欠損金の縮減 

目標 中期予算以上の収支改善を図る 
H29 実績 

より縮減 

（参

考）※ 

２，７７６ 

百万円 

２，９０４ 

百万円 

２，８８９ 

百万円 

２，８６６ 

百万円 

２，５３９ 

百万円 

２，２７１ 

百万円 

実績 
３，００２ 

百万円 

２，０７４ 

百万円 

△３５９ 

百万円 

△１，３４７

百万円 

７２ 

百万円 

２，３６３ 

百万円 

※第３期期間中累計の繰越欠損金目標額 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

未来への飛躍基

金寄附実績（累

計）の増加  

目標 ７億円 ７．６億円 ８．２億円 ８．８億円 ９．４億円 １０億円 

実績 ８．８億円 ９．７億円 １０．５億円 １１．９億円 １３．０億円 １４．２億円 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

院内処方の影響

を除いた医業収

益に対する医薬

品比率、診療材

料費比率の維持 

目標 

（医薬

品） 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

実績 
２３．４％ 

（最下位） 

２４．１％ 

（最下位） 

２６．８％ 

（下位２位） 

２７．０％ 

（下位３位） 

２７．８％ 

（下位２位） 

２６．８％ 

（最下位） 

目標 

（診療

材料

費） 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

公立医科

系大学最 

低を維持 

公立医科

系大学最

低を維持 

実績 
３７．１％ 

（最下位） 

３８．３％ 

（最下位） 

４０．９％ 

（下位２位） 

４１．７％ 

（下位２位） 

４２．７％ 

（下位２位） 

４１．８％ 

（最下位） 

 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

院内処方の影響

を除いた医業収

益に対する労務

系委託費＋給与

費合計比率の抑

制  

目標 

公立医科

系大学の

平均以下 

（５０．０％） 

公立医科

系大学の

平均以下 

（４８．６％） 

公立医科

系大学の

平均以下 

（４８．２％） 

公立医科

系大学の

平均以下 

（５２．２％） 

公立医科

系大学の

平均以下 

（５３．４％） 

公立医科

系大学の

平均以下 

（５０．２％） 

実績 ５１．１％ ５０．２％ ４８．０％ ５４．６％ ５４．６％ ５１．６％ 

 
 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

後発医薬品の使

用割合（数量ベ

ース）の増加 

目標 ６０．０％ ７０．０％ ８０．０％ ８０％以上 ８０％以上 ８０％以上 

実績 ５７．０％ ７１．０％ ７７．０％ ８０．０％ ８３．０％ ８４．６％ 

 
 
20．働き方改革の推進 

項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

教職員を対象と

する「ワークライ

フバランスに関す

るアンケート」の

項目における満

足度の向上 

目標 
満足度調

査 

対前年度比

＋１％ 

対前年度比

＋１％ 

対前年度

比＋１％ 

対前年度

比＋１％ 

対前年度

比＋１％ 

実績 

満足度調

査実施 

（満足＋やや

満足 35.6%） 

対前年度比 

＋６．５％ 

（満足＋やや

満足 42.1%） 

対前年度比 

△１．９％ 

（満足＋やや

満足 40.1%） 

対年度比 

＋０．３％ 

（満足＋やや

満足 40.4%） 

対年度比 

△０．１％ 

（満足＋やや

満足 40.3%） 

対年度比 

＋０．７％ 

（満足＋やや

満足 41.0%） 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

休暇取得日数の

増加 

目標 ５．０日 ５．５日 ６．０日 ６．５日 ７．０日 ７．５日 

実績 ６．４日 ７．８日 ８．２日 ８．４日 ８．８日 ９．１日 

 
項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

男性の育休取得

率の増加 

目標 ５．０％ ６．０％ ７．０％ ８．０％ １０．０％ １３．０％ 

実績 ５．７％ １３．９％ １３．６％ ２６．６％ ４７．８％ ６１．３％ 

 
項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

超過勤務

の縮減 

目標 

職種別１人

当たり対前

年度超過勤

務時間数 

△１％ 

職種別１人

当たり対前

年度超過勤

務時間数 

△１％ 

職種別１人

当たり対前

年度超過勤

務時間数 

△１％ 

職種別１人

当たり対前

年度超過勤

務時間数 

△１％ 

職種別１人

当たり対前

年度超過勤

務時間数 

△１％ 

職種別１人

当たり対前

年度超過勤

務時間数 

△１％ 

実績 

（看護職） 

対前年度 

△０．４％ 

（１０３.５時間） 

対前年度 

△１５．９％ 

（８７.１時間） 

対前年度 

＋１６．８％ 

（１０１.７時間） 

対前年度 

＋３．９％ 

（１０５.７時間） 

対前年度 

＋７．７％ 

（１１３．８時間） 

対前年度 

＋３．７％ 

（１１８．０時間） 

実績 

（医療 

技術職） 

対前年度 

△１．６％ 

（１７５.９時間） 

対前年度 

△２０．９％ 

（１３９.２時間） 

対前年度 

＋２．８％ 

（１４３.１時間） 

対前年度 

＋３．９％ 

（１４８.７時間） 

対前年度 

△２．６％ 

（１４４．８時間） 

対前年度 

＋９．１％ 

（１５７．９時間） 

実績 

（事務職） 

対前年度 

＋１９．３％ 

（２２３.５時間） 

対前年度 

△１０．２％

（２００.７時間） 

対前年度 

△１２．９％ 

（１７４.８時間） 

対前年度 

△１７．８％ 

（１４３.７時間） 

対前年度 

＋２１．７％ 

（１７４．８時間） 

対前年度 

△７．１％ 

（１６２．４時間） 

 
項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

女性医師

数（週５日

勤務）の増

加 

目標 １２５人 １２８人 １３１人 １３４人 １３７人 １４０人 

実績 １２８人 １３４人 １３５人 １４５人 １５０人 １５３人 

 
項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

看護師の

在職率の

維持※ 

目標 

全国平均 

離職率の 

△１．０％ 

全国平均 

離職率の 

△１．０％ 

全国平均 

離職率の 

△１．０％ 

全国平均 

離職率の 

△１．０％ 

全国平均 

離職率の 

△１．０％ 

全国平均 

離職率の 

△１．０％ 

実績 

全国平均 

離職率の 

△２．０％ 

法人の離職率 

８．７％ 

全国平均 

１０．７％ 

全国平均 

離職率の 

△４．２％ 

法人の離職率 

７．３％  

全国平均 

１１．５％ 

全国平均 

離職率の 

△３．０％ 

法人の離職率 

７．６％ 

全国平均 

１０．６％ 

全国平均 

離職率の 

△３．３％ 

法人の離職率 

８．３％ 

全国平均 

１１．６％ 

全国平均 

離職率の 

△４．０％ 

法人の離職率 

７．８％ 

全国平均 

１１．８％ 

全国平均 

離職率の 

△４．６％ 

法人の離職率 

６．７％ 

全国平均 

１１．３％ 

※本項目については、項目名を「看護師の在職率の維持」としているが、実績は「離職率」を採用している。 
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項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

復職支援

カリキュラ

ムの満足

度の向上 

目標 ６０．０％ 

実績 
７５．０％ 

（９／１２） 

７１．０％ 

（１５／２１） 

７４．０％ 

（１４／１９） 

１００．０％ 

（１３／１３） 

７５．０％ 

（１８／２４） 

８６．０％ 

（２５／２９） 

 
項目 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

障害者雇

用率の向

上 

目標 ２．７７％ ２．７８％ ２．７９％ ２．８０％ ２．８１％ ２．８２％ 

実績 ３．２８％ ３．２１％ ３．２２％ ３．１２％ ２．８７％ ２．８７％ 
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奈良県公立大学法人奈良県立医科大学評価委員会 委員名簿 
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◎垣内 喜代三 国立大学法人 奈良先端科学技術大学院大学 名誉教授 

竹田 幸博 地方独立行政法人 埼玉県立病院機構 理事 

任 和子 国立大学法人 京都大学 大学院 医学研究科 教授 

町田 泰昭 町田社会保険労務士事務所 代表 

松村 泰志 独立行政法人 国立病院機構大阪医療センター 院長 
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